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第 1 章 序論 
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一  災害 暴風、竜巻、豪雨、豪雪、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、地震、津波、噴
火、地滑りその他の異常な自然現象又は大規模な火事若しくは爆発その他その及ぼす
被害の程度においてこれらに類する政令で定める原因により生ずる被害をいう。  
















(1) 警報につながる確度の高いもの（deterministic forecast） 
(2) 確率で表現され日常的に公表可能なもの（probabilistic forecast） 
に明確に区別されるとの考えを支持し、前者を「地震予知」、後者を一般的な地震の予測
とした。同時に、(1)の意味での「地震予知」が現時点で実現の見込みがないという見解を











年 1月 17日の兵庫県南部地震、2000 年 10月 6日の鳥取県西部地震、2004 年 10月 23日の










壊したことにより 5,502 人の直接死を招いた。そのため、1995 年以降住宅等の耐震化によ
る被害低減対策が進められることになった。国土交通省の資料 2)によると、住宅の耐震化



























今後、東京都の被害想定 8)が示す東京湾北部を震源とするマグニチュード 7.3 の地震が
発生した場合、例えば想定される震度分布（図 1-2-3）の大半を占める震度 6 に着目し、
気象庁震度階 9)による震度 6 の最大加速度の範囲である 250～400cm/s2を引用すると、最
図 1-2-1 近年発生した地震における家具類の転倒・落下が原因のけが人の割合 
出典：東京消防庁 4) 
図 1-2-2 金子 7)の各種家具の推定転倒率曲線 
出典：金子 7) 























 内閣府が公表した防災に関する世論調査報告書 10)によると、平成 25年 12月時点で大地
図 1-2-3 東京湾北部地震の地震動分布（被害想定） 
出典：東京都 8) 




ていると答えた者の割合は 40.7％(東京都区部では 52.4％)であった。前回調査 11)時の
26.2％(東京都区部では 33.7％)に比べ、対策実施者の割合は増加しているとしたが、東京












































図 1-2-5 居住形態別家具や家電などの転倒・落下・移動防止策の実施状況 
図 1-2-4 年代別家具や家電などの転倒・落下・移動防止策の実施状況 
出典：内閣府 10)
出典：内閣府 10) 



















































図 1-3-1 災害マネジメントサイクル 
松田 17)を加筆修正 


















図 1-3-2 地震に対する備えをマネジメントする上での問題点 
松田 17)を加筆修正 





















図 1-3-3 小規模災害を利用した地震対策推進マネジメント案 
松田 17)を加筆修正 
























図 1-4-1 論文の構成 



















9) 気象庁：気象庁震度階級関連解説表（平成 8年 10月 1日から実施），1996． 
10) 内閣府：防災に関する世論調査，平成 25年 12月調査,2014． 
11) 内閣府：防災に関する特別世論調査，平成 21年 12月調査,2010． 
日本建築学会：阪神淡路大震災 住宅内部被害調査報告書,1996． 















第 2 章 関連の既往研究に基づく研究枠組みの検討 
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図 2-2-1 本吉ら 1)の家庭と地域の防災行動意図モデル 
本吉ら 1)を加筆修正 

































図 2-2-2 地震防災における行動意図と行動との関係 




























図 2-2-3 吉森ら 5)の家庭内防災行動モデル 
吉森ら 5)を加筆修正 





















































図 2-2-4 吉森ら 5)の家庭内防災行動モデル（係数の参照） 

























図 2-2-5 大友ら 6)の 2重プロセスモデル 
大友らを加筆修正 
























図 2-2-7 川合ら 11)の行動変容モデル 
川合ら 11)を加筆修正 
大友ら 8), 9)を加筆修正 
図 2-2-6 大友ら 8), 9)のメディアを考慮した 2重動機モデル 
























雪 15) や、平成 26年 8月の西日本から東日本の広い範囲で約 6日間に渡る断続的な大雨と
なった現象などは記憶に新しい。近年、こうした現象は、自身の居住する地域が、あるい
は自らが被害・影響を受ける問題として捉えられつつある。 
































図 2-3-1 雪かきの影響関係の概念仮説図 




























































































図 2-6-1 仮説モデル設計手順 1 

















影響せず、行動へ直接影響を与えると仮定する（手順 3,図 2-6-5）。 
 
図 2-6-2 大友ら 6)の 2重プロセスモデルの分析結果 
図 2-6-3 仮説モデル設計手順 2 
出典：大友ら 6) 













の直接の影響を仮定する（手順 4,図 2-6-7）。 
 
 
図 2-6-4 大友ら 8)のメディアの影響を考慮した2重動機モデルの分析結果 
図 2-6-5 仮説モデル設計手順 3 
出典：大友ら 8) 













図 2-6-7 仮説モデル設計手順 4 
図 2-6-6 川合ら 8)の行動変容モデル 
図 2-6-8 吉森ら 5)の防災行動モデル 
出典：川合ら 8) 
出典：吉森ら 5) 
























は、例えばリスク認知と関連があるのではないかと仮定した（手順 6,図 2-6-10）。 
 
図 2-6-9 仮説モデル設計手順 5 















図 2-6-11 研究仮説モデル 
図 2-6-10 仮説モデル設計手順 6 






社会心理学研究,第 23巻第 3号,209-220,2008． 
2) 元吉忠寛：家庭と地域の防災行動モデルの検証,日本社会心理学会論文集, 









決定の 2重プロセス，社会心理学研究 23(2),140-151,2007. 
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年毎に実施しなければならないとされ、昭和 50年 11月に公表された第 1回目から数える







































図 3-2-1 ランク評価 
第 3 章 研究方法 
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さらに、地域危険度一覧表 1)では調査された 5,133 町丁目について、各々のランク評価
値とともに各危険度の順位（1位～5,133 位）が公表されているが、その総合危険度の順位
がすべて 5,000 位以上であり、かつ、隣接し合った地区であることを条件に、最終的に調







図 3-2-2 地盤の分類と増幅率 






の分譲集合住宅団地を選定した。また、調査対象者は 3団地の全戸、合計 1,310 戸に居住
の世帯とした。なお、3団地はそれぞれ団地 I、団地 B、団地 Pと表記し、団地の築年数や





















　調査地区 　K地区 　M地区 　Y地区
　調査団地 　団地 I 　団地 B 　団地 P






　棟構成 　全13棟、4～14階建 　全14棟、4～7階建 　全6棟、6～14階建
　総戸数 　604戸 　254戸 　452戸
表 3-2-1 調査対象地区と団地の概要 
























 調査 Dとは別に、調査 Dと内容に若干の違いは見られるものの、趣旨や調査用紙の構成
面でほぼ同一となるアンケート調査を行っている。調査Dとの調査内容の相違については
 調査団地  団地 I  団地 B  団地 P
 調査期間  平成26年9月1～15日  平成26年8月30～9月15日  平成26年9月15～30日





 理事会への出席  無し  有り（組合委員へ説明） 平成26年7月27日
 有り（組合委員へ説明）
 平成26年9月7日
 アンケート配布法  質問紙票直接配布  質問紙票直接配布  質問紙票直接配布
 アンケート回収法  郵送回収＋管理事務所　　　　　　　　窓口回収
 郵送回収  管理事務所窓口回収
 回収数（回収率）  182（30.1%）  73（28.7%）  185（40.9%）
表 3-3-1 調査 D対象団地と調査期間・手法 
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 また、具体の文言の設定においては、元吉ら 2)、元吉ら 3)、大友ら 4)、吉森ら 5)、川合ら
6)、内閣府 7)、東京消防庁 8)、馬場ら 9)を引用もしくは参照し、必要に応じて表現を部分的
に改変・考案して行った。詳細は各構成概念の説明文内に記す。 

















図 3-4-1 東京消防庁の報告書 8)による中高層住宅の被害様相 
出典：東京消防庁 8)
































なお、本項目は元吉ら 3)、大友ら 4) をで用いられている質問内容を引用もしくは改変し





















































調査 D、調査 M共通」、「同じマンション棟に住む方：調査 Dのみ」、「近所に住む人





図 3-4-2 内閣府の世論調査 7)による家具の地震対策を行わない理由 
出典：内閣府 7) 




















































  なお、この項目の質問構成は、馬場ら 9)で用いられた気候変動に伴って環境・健康リ
スクが懸念される項目から、局地的な大雨による被害の実感と熱中症による健康被害の
実感を引用し、大雪による被害の実感を加えた計 3項目を投入した。 
⒂ 除雪行動に関する項目：調査 D、調査 M共通 



















  以上の概略をまとめたものを表 3-4-1 に示す。 
































































































表 3-4-1 構成概念と測定項目ならびに調査との関係 
※1 パーソナルメディア、地震関連の言葉の認知、除雪行動、個人属性、被災経験を除く項目は全て5段階尺度 
※2 ペットの飼育の有無の項目において、調査Dが△となっているのは、団地Iでペットの飼育が不可の為 





調査票のデータ入力は手作業で行い、入力ソフトには Microsoft Office Excel 2013
を用いた。データ分析は、クロス集計および2変量間の相関分析については欠損値をデー
タペアごとに除外して行い、その他他変量解析においては欠損値をデータリストごとに除
外して行った。なお分析ソフトは、IBM SPSS statistics 19、IBM SPSS AMOS 21 ならびに 
SSRI エクセル統計 2012 を用いた。有意水準は 5％未満とした。 
 
  








社会心理学研究,第 23巻第 3号,209-220,2008． 
3) 元吉忠寛,高尾堅司,池田三郎:水害リスクの受容に影響を及ぼす要因，社会心理学研究,
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4) 大友章司,広瀬幸雄：自然災害のリスク関連行動における状況依存型決定と目標志向型





7) 内閣府：防災に関する世論調査，平成 25年 12月調査,2014． 
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 以下に、単純集計結果を示す。なお集計は、調査 Dで得られた 440サンプルおよび調査










図 4-2-1 職業別回答者数(n=533) 
第 4 章 集計結果 
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0.001）、期待値を確認すると、本アンケート回答者は 20 歳代以下が少なく、50 歳代以上
図 4-2-2 年代別回答者数(n=539) 
図 4-2-3 調査地区の年代別人口(n=19185) 


















図 4-2-4 居住年数別回答者数(n=532) 
図 4-2-5 同居人数数別回答者数(n=539) 
第 4 章 集計結果 
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 図 4-2-6 に居住階別回答者数を示した。比較的低い階に居住する回答者が多い。なお、
次章以降の分析および考察において居住階の違いによる各質問項目への影響を検討するが、
居住階を一定の水準で区分する手法を取り入れたい。具体的な居住階の区分手法について













図 4-2-6 居住階別回答者数(n=506) 
図 4-2-7 居住階層別回答者数(n=506) 
第 4 章 集計結果 
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図 4-2-8 に、その他の世帯属性について尋ねた結果を示した。自宅に乳幼児がいると答






















図 4-2-8 世帯属性別回答者数 



































図 4-2-9 家具類の地震対策実施率 
表 4-2-1 東日本大震災等による室内被災経験 

























図 4-2-10 家具類の地震対策の優先順位 






















等の助成事業(n=540) 123(23%) 148(27%) 269(50%)
NPO法人等が行う家具転倒防止
金具の取付事業(n=539) 4(1%) 249(9%) 486(90%)
住宅会社や引越し業者が行う家
具固定・移動サービス(n=538) 22(4%) 151(28%) 365(68%)
家具転倒防止のボランティア活動
(n=539) 3(1%) 28(5%) 508(94%)
図 4-2-11 地震に対する不安感情 
表 4-2-2 自治体等が行う家具対策助成事業の認知 
第 4 章 集計結果 
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 図 4-2-13 にベネフィット認知、図 4-2-14 にコスト認知の調査結果を示した。家具の固
定や中身の飛出し防止により、転倒や飛出し等が原因で受傷することを予防できるか、ま
たは、家具類の配置を工夫することにより避難時の障害とならない事等、報告書による被
図 4-2-12 地震に関するリスク認知 


















図 4-2-13 ベネフィット認知 
図 4-2-14 コスト認知 
第 4 章 集計結果 
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4-2-7 主観的規範認知と記述的規範認知 














図 4-2-15 主観的規範認知の測定結果 

















図 4-2-16 記述規範認知の測定結果 
図 4-2-17 パーソナル・メディア 















図 4-2-18 地域への愛着と地域活動への参加意欲 
図 4-2-19 災害への関心 
第 4 章 集計結果 
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4-2-11 気候変動の影響実感 
















図 4-2-20 気候変動の影響実感 
図 4-2-20 除雪時の行動（n=538） 
第 5 章 家具類の地震対策実施における影響要因の検討 
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その他 会社員 公務員 自営業 主婦 合　計 独立性の検定
家具固定 していない 47 60 12 10 63
(47.2) (56.7) (6 .7) (8.3) (73.2)
している 73 84 5 11 123
(72.8) (87.3) (10.3) (12.7) (112.8)
合　計 120 144 17 21 186 488
家電対策 していない 70 83 14 19 102
(68.1) (86.7) (11.1) (14.2) (107.8)
している 40 57 4 4 72
(41.9) (53.3) (6.9) (8.8) (66.2)
合　計 110 140 18 23 174 465
していない 30 47 9 7 33
(29.0) (37.4) (5 .2) (4.3) (50.1)
している 70 82 9 8 140
(71.0) (91.6) (12.8) (10.7) (122.9)
合　計 100 129 18 15 173 435
していない 64 75 9 16 93
(63.0) (76.6) (9.6) (12.5) (95.3)
している 47 60 8 6 75
(48.0) (58.4) (7.4) (9.5) (72.7)


















表 5-2-1 職業別実施状況 




なお、独立性の検定においては 10代および 20代のサンプル数が少なく（それぞれ 4およ
び 8）、そのまま期待度数を算出すると 5 未満となってしまうことが予想されたため、10
代、20 代および 30 代を統合した観測値を用いて検定を行っている。検定の結果、家具固
定のみ 0．1%水準で有意性が確認され、観測数と期待度数をみると 10 代～30 代、40 代で








10-39歳 40-49歳 50-59歳 60-64歳 65歳以上 合　計 独立性の検定
家具固定 していない 34 47 42 29 43
(22.0) (38.8) (55.7) (29.0) (49.4)
している 22 52 100 45 83
(34.0) (60.2) (86 .3) (45.0) (76 .6)
合　計 56 99 142 74 126 497
家電対策 していない 37 64 79 43 70
(35.7) (60.9) (83.1) (42.5) (70.8)
している 21 35 56 26 45
(22.3) (38.1) (51.9) (26.5) (44.2)
合　計 58 99 135 69 115 476
していない 12 24 31 27 34
(15.8) (27.6) (35.0) (18.1) (31.6)
している 43 72 91 36 76
(39.2) (68.4) (87.0) (44.9) (78.4)
合　計 55 96 122 63 110 446
していない 27 58 74 37 62
(28.0) (53.2) (76.7) (35.3) (64.9)
している 23 37 63 26 54
(22.0) (41.8) (60.3) (27.7) (51.1)


















表 5-2-2 年代別実施状況 














1年未満 3年未満 5年未満 10年未満 10年以上 合　計 独立性の検定
家具固定 していない 9 23 16 19 125
(5 .5) (14 .8) (10 .9) (24.2) (136.6)
している 5 15 12 43 225
(8.5) (23.2) (17.1) (37 .8) (213.4)
合　計 14 38 28 62 350 492
家電対策 していない 8 26 17 24 208
(8.0) (23.4) (16.6) (31.4) (203.6)
している 5 12 10 27 123
(5.0) (14.6) (10.4) (19.6) (127.4)
合　計 13 38 27 51 331 460
していない 3 8 7 10 100
(3.5) (10.8) (7.9) (16.9) (89.0)
している 9 29 20 48 206
(8.5) (26.2) (19.1) (41.1) (217.0)
合　計 12 37 27 58 306 440
していない 8 25 13 26 184
(7.3) (22.5) (13.5) (30.9) (181.9)
している 5 15 11 29 140
(5.7) (17.5) (10.5) (24.1) (142.1)


















表 5-2-3 居住年数別実施状況 
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単身 2人暮らし 3人暮らし 4人暮らし 5人以上 合　計 独立性の検定
家具固定 していない 9 57 55 52 22
(11.4) (56.8) (58.7) (50.5) (17.6)
している 20 88 95 77 23
(17.6) (88.2) (91.3) (78.5) (27.4)
合　計 29 145 150 129 45 498
家電対策 していない 14 83 90 76 31
(17.3) (84.4) (86.9) (77.7) (27.7)
している 14 54 51 50 14
(10.7) (52.6) (54.1) (48.3) (17.3)
合　計 28 137 141 126 45 477
していない 9 35 42 30 12
(7.7) (37.5) (38.4) (32.9) (11.5)
している 18 96 92 85 28
(19.3) (93.5) (95.6) (82.1) (28.5)
合　計 27 131 134 115 40 447
していない 13 76 81 66 24
(15.2) (72.6) (78.2) (70.9) (23.1)
している 14 53 58 60 17
(11.8) (56.4) (60.8) (55.1) (17.9)





















表 5-2-4 同居人数別実施状況 


















低層 中層 高層 合　計 独立性の検定
家具固定 していない 48 69 61
(38.8) (66.9) (72.3)
している 54 107 129
(63.2) (109.1) (117.7)
合　計 102 176 190 468
家電対策 していない 65 120 94
(63.9) (107.3) (107.9)
している 38 53 80
(39.1) (65.7) (66 .1)
合　計 103 173 174 450
していない 30 56 36
(27.6) (47 .3) (47.1)
している 65 107 126
(67.4) (115.7) (114.9)
合　計 95 163 162 420
していない 63 101 79
(60.8) (90 .0) (92.3)
している 45 59 85
(47.3) (70.0) (71 .8)






















表 5-2-5 居住階層別実施状況 














低層 中層 高層 合計
発生してない 90 143 132
(82.7) (139.3) (143.0)
発生した 24 49 65
(31.3) (52.7) (54.0)
発生してない 96 139 99
(75 .4) (127 .0) (131.6)
発生した 18 53 100
(38.6) (65.0) (67.4)
発生してない 104 153 114
(83 .9) (140 .6) (146.5)
発生した 10 38 85
(30.1) (50.4) (52.5)
発生してない 84 108 58
(55 .5) (95.5) (99.0)





































表 5-2-6 居住階層別被災状況 
図 5-2-1 階層別家具類の転倒・落下・移動発生割合 
出典：東京消防庁 1) 





































発生してない-発生した 発生してない-発生した 発生してない-発生した 発生してない-発生した
家具固定 していない 139-54 135-59 156-38 114-78
(142.3-50.7) (126.7-67.3) (142.8-51.2) (98.5-93.5)
している 226-76 189-113 209-93 138-161
(222.7-79.3) (197.3-104.7) (222.2-79.8) (153.5-145.5)
合計 n=495 n=496 n=496 n=491
家電対策 していない 211-80 207-84 229-63 158-131
(211.6-79.4) (197.7-93.3) (215.6-76.4) (152.2-136.8)
している 133-49 115-68 121-61 89-91
(132.4-49.6) (124.3-58.7) (134.4-47.6) (94.8-85.2)
合計 n=473 n=474 n=474 n=469
していない 92-35 91-36 98-29 74-51
(91.6-35.4) (85.0-42.0) (94.2-32.8) (64.9-60.1)
している 229-89 207-111 232-86 154-160
(229.4-88.6) (213.0-105.0) (235.8-82.2) (163.1-150.9)
合計 n=445 n=445 n=445 n=439
していない 193-66 186-73 205-54 143-112
(193.0-66.0) (174.7-84.3) (189.7-69.3) (133.9-121.1)
している 149-51 125-77 132-69 96-104
(149.0-51.0) (136.3-65.7) (147.3-53.7) (105.1-94.9)














































表 5-2-7 被災経験別実施状況 
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乳幼児 高齢者 外国人 ペット飼って
いない-いる いない-いる いない-いる いない-いる
家具固定 していない 166-28 140-53 190-3 108-30
(171.8-22.2) (132.7-63.1) (187.9-5.1) (107.7-30.3)
している 274-29 201-102 292-10 144-41
(268.2-34.8) (208.3-94.7) (294.1-7.9) (144.3-40.6)
合計 n=497 n=496 n=495 n=323
家電対策 していない 260-33 203-89 288-4 144-44
(259.8-33.2) (203.5-88.5) (284.0-8.0) (147.5-40.5)
している 162-21 128-55 173-9 104-24
(162.2-20.8) (127.5-55.5) (177.01-4.99) (100.5-27.5)
合計 n=446 n=445 n=444 n=301
していない 116-11 84-42 124-3 65-24
(111.3-15.7) (88.1-37.9) (123.9-3.1) (68.9-20.1)
している 275-44 227-92 309-8 168-44
(279.7-39.3) (222.9-96.1) (309.1-7.9) (164.1-47.9)
合計 n=446 n=445 n=444 n=301
していない 228-31 185-73 254-4 131-47
(229.2-29.8) (178.4-79.6) (250.7-7.3) (136.7-41.3)
している 180-22 133-69 192-9 101-23
(178.8-23.2) (139.6-62.4) (195.3-5.7) (95.3-28.4)














































表 5-2-8 世帯属性別実施状況 




































知らない-知っている 知らない-知っている 知らない-知っている 知らない-知っている
家具固定 していない 119-75 184-9 136-57 188-5
(94.7-99.3) (173.2-19.8) (131.1-61.9) (181.7-11.3)
している 124-180 262-42 201-102 280-24
(148.3-155.7) (272,8-31.2) (205.9-97.1) (286.3-17.7)
合計 n=498 n=497 n=496 n=497
家電対策 していない 157-136 276-16 195-97 283-9
(144.0-148.9) (261.3-30.7) (197.7-94.3) (276.6-15.4)
している 77-106 149-34 126-56 167-16
(89.9-93.0) (163.7-19.3) (123.3-58.7) (173.4-9.6)
合計 n=476 n=475 n=474 n=475
していない 70-58 119-8 85-41 123-4
(63.6-64.4) (114.5-12.5) (84.7-41.3) (119.0-8.0)
している 152-167 283-36 214-105 295-24
(158.4-160.6) (287.5-31.5) (214.3-104.7) (299.0-20.0)
合計 n=447 n=446 n=445 n=446
していない 140-119 248-10 176-81 253-5
(126.1-132.9) (232.3-25.7) 172.6-84.4) (243.1-14.6)
している 85-118 167-36 133-70 182-21
(98.9-104.1) (182.7-20.3) (136.4-66.6) (191.6-11.4)














































表 5-2-9 支援事業の認知別実施状況 




























  カテゴリー数量の値は、得られた予測式 Y と外的基準（実測値 y）の差の絶対値の 2
乗和を最小にするようにして（ただし、ダミー変数 xij の間で常に x11+x12+x13+x14+x15=1,  
x21+x22=1 という関係式が成り立っているためにこのままでは連立方程式が解けないが、
通常、2 番目以降のアイテムについて、そのうちどれか 1 つのカテゴリー数量を 0 とお
くことで連立方程式が解かれる。なお、計算過程は省略する。）求められる。 




































































































アイテム カテゴリー 度　数 平　均 カテゴリースコア レンジ
職業 その他 110 3.182 -0.0066
会社員 147 3.054 0.0482
公務員 17 2.529 -0.6747
自営業 20 3.150 0.0467
主婦 168 3.304 0.0248
年代 10-39歳 44 2.500 -0.5017
40歳代 97 2.928 -0.2478
50歳代 137 3.453 0.3083
60-64歳 72 3.181 -0.0488
65歳以上 112 3.250 0.0660
居住年数 1年未満 10 2.500 -0.6929
3年未満 32 2.344 -0.7405
5年未満 24 2.667 -0.3028
10年未満 57 3.421 0.2209
10以上 339 3.248 0.0746
同居人数 単身 27 3.296 0.0295
2人暮らし 134 3.127 -0.0993
3人暮らし 143 3.231 0.0598
4人暮らし 117 3.128 0.0719
5人以上 41 3.024 -0.1089
居住階層 低層 101 2.901 -0.2539
中層 177 3.130 -0.0469
高層 184 3.332 0.1844
亀裂 発生してない 336 3.205 0.0695
発生した 126 3.040 -0.1853
家具の転倒移動 発生してない 306 3.072 0.0147
発生した 156 3.333 -0.0289
テレビ等家電の 発生してない 340 3.062 -0.0387
転倒移動 発生した 122 3.434 0.1080
食器棚、本棚 発生してない 230 2.970 -0.0327
中身飛出し 発生した 232 3.349 0.0324
東日本被害を ない 82 3.122 0.0258
聞いたこと ある 380 3.168 -0.0056
乳幼児 いない 416 3.192 -0.0266
いる 46 2.870 0.2402
65歳以上 いない 322 3.121 -0.0085
いる 140 3.250 0.0195
自治体の家具固定 知らない 227 2.859 -0.1820
支援事業 知っている 235 3.451 0.1758
NPO法人等の家具 知らない 425 3.082 -0.0557
対策支援事業 知っている 37 4.054 0.6395
住宅、引越し業者等 知らない 321 3.128 -0.0312
の家具移動サービス 知っている 141 3.234 0.0709
家具固定等の 知らない 442 3.133 -0.0119
ボランティア活動 知っている 20 3.750 0.2625
性別 男 241 3.083 -0.0802
女 221 3.244 0.0875
団地等の別 団地B 66 3.258 0.0599
団地I 170 3.329 -0.0305
団地P 166 3.012 -0.0212
祭り 60 2.983 0.0790




















表 5-2-10 家具の固定 





アイテム カテゴリー 度　数 平　均 カテゴリースコア レンジ
職業 その他 110 2.582 -0.0286
会社員 147 2.680 0.0003
公務員 17 2.235 -0.6026
自営業 20 2.250 -0.3327
主婦 168 2.708 0.1191
年代 10-39歳 44 2.455 -0.3446
40歳代 96 2.615 -0.1024
50歳代 138 2.768 0.2596
60-64歳 72 2.528 -0.0676
65歳以上 112 2.616 -0.0533
居住年数 1年未満 10 2.400 -0.3255
3年未満 32 2.563 0.0385
5年未満 24 2.417 -0.2574
10年未満 57 2.877 0.1351
10以上 339 2.619 0.0015
同居人数 単身 27 2.815 0.2538
2人暮らし 135 2.615 0.0340
3人暮らし 143 2.587 -0.0692
4人暮らし 116 2.698 0.0318
5人以上 41 2.537 -0.1279
居住階層 低層 101 2.475 -0.0902
中層 177 2.497 -0.1037
高層 184 2.848 0.1493
亀裂 発生してない 336 2.655 0.0372
発生した 126 2.571 -0.0993
家具の転倒移動 発生してない 306 2.556 0.0204
発生した 156 2.782 -0.0400
テレビ等家電の 発生してない 340 2.521 -0.0646
転倒移動 発生した 122 2.943 0.1802
食器棚、本棚 発生してない 230 2.500 -0.0525
中身飛出し 発生した 232 2.763 0.0520
東日本被害を ない 82 2.476 -0.0710
聞いたこと ある 380 2.666 0.0153
乳幼児 いない 416 2.620 -0.0264
いる 46 2.739 0.2388
65歳以上 いない 322 2.658 0.0135
いる 140 2.571 -0.0310
自治体の家具固定 知らない 226 2.465 -0.1362
支援事業 知っている 236 2.792 0.1304
NPO法人等の家具 知らない 425 2.558 -0.0671
対策支援事業 知っている 37 3.486 0.7710
住宅、引越し業者等 知らない 322 2.652 0.0376
の家具移動サービス 知っている 140 2.586 -0.0865
家具固定等の 知らない 442 2.613 -0.0061
ボランティア活動 知っている 20 3.050 0.1351
性別 男 241 2.635 0.0706
女 221 2.629 -0.0770
団地等の別 団地B 66 2.348 -0.1490
団地I 169 2.556 -0.2390
団地P 166 2.699 0.1503
祭り 61 2.967 0.4145




















表 5-2-11 家電製品の固定、落下防止 





アイテム カテゴリー 度　数 平　均 カテゴリースコア レンジ
職業 その他 110 3.382 0.0588
会社員 147 3.272 -0.0890
公務員 17 3.118 -0.3038
自営業 20 3.050 -0.1923
主婦 168 3.679 0.0930
年代 10-39歳 44 3.636 -0.0634
40歳代 97 3.567 0.1483
50歳代 138 3.449 0.1140
60-64歳 72 3.167 -0.1699
65歳以上 111 3.378 -0.1360
居住年数 1年未満 10 3.800 0.2358
3年未満 32 3.688 0.1716
5年未満 23 3.435 -0.1063
10年未満 57 3.667 0.1965
10以上 340 3.356 -0.0488
同居人数 単身 27 3.481 0.0624
2人暮らし 134 3.485 0.1503
3人暮らし 143 3.420 -0.0076
4人暮らし 117 3.393 -0.1027
5人以上 41 3.366 -0.2129
居住階層 低層 101 3.238 -0.1271
中層 178 3.371 -0.0318
高層 183 3.596 0.1010
亀裂 発生してない 336 3.426 0.0076
発生した 126 3.444 -0.0204
家具の転倒移動 発生してない 307 3.394 0.0275
発生した 155 3.503 -0.0545
テレビ等家電の 発生してない 341 3.387 -0.0039
転倒移動 発生した 121 3.554 0.0111
食器棚、本棚 発生してない 230 3.348 -0.0672
中身飛出し 発生した 232 3.513 0.0666
東日本被害を ない 82 3.134 -0.1798
聞いたこと ある 380 3.495 0.0388
乳幼児 いない 416 3.401 -0.0134
いる 46 3.696 0.1216
65歳以上 いない 323 3.452 -0.0197
いる 139 3.381 0.0458
自治体の家具固定 知らない 227 3.392 0.0088
支援事業 知っている 235 3.468 -0.0085
NPO法人等の家具 知らない 426 3.404 -0.0232
対策支援事業 知っている 36 3.750 0.2744
住宅、引越し業者等 知らない 321 3.424 0.0128
の家具移動サービス 知っている 141 3.447 -0.0292
家具固定等の 知らない 442 3.419 -0.0076
ボランティア活動 知っている 20 3.700 0.1688
性別 男 241 3.224 -0.1398
女 221 3.656 0.1524
団地等の別 団地B 66 3.106 -0.2185
団地I 170 3.459 -0.0555
団地P 166 3.410 0.0423
祭り 60 3.767 0.2805




















表 5-2-12 家具や家電製品の配置を工夫 





アイテム カテゴリー 度　数 平　均 カテゴリースコア レンジ
職業 その他 109 2.688 0.0125
会社員 146 2.815 0.1920
公務員 17 2.765 -0.0061
自営業 20 2.500 -0.1711
主婦 168 2.756 -0.1539
年代 10-39歳 44 2.773 0.2165
40歳代 96 2.698 -0.0183
50歳代 137 2.818 0.2041
60-64歳 72 2.694 -0.0164
65歳以上 111 2.730 -0.3112
居住年数 1年未満 9 2.889 0.0319
3年未満 32 2.469 -0.3774
5年未満 24 2.875 0.1064
10年未満 56 2.857 -0.0805
10以上 339 2.743 0.0406
同居人数 単身 27 3.074 0.2682
2人暮らし 134 2.664 -0.1046
3人暮らし 143 2.727 -0.0361
4人暮らし 115 2.783 0.1066
5人以上 41 2.780 -0.0079
居住階層 低層 101 2.535 -0.1967
中層 176 2.636 -0.0809
高層 183 2.973 0.1863
亀裂 発生してない 336 2.747 0.0186
発生した 124 2.750 -0.0504
家具の転倒移動 発生してない 305 2.656 -0.0107
発生した 155 2.929 0.0211
テレビ等家電の 発生してない 338 2.648 -0.0357
転倒移動 発生した 122 3.025 0.0990
食器棚、本棚 発生してない 229 2.633 0.0022
中身飛出し 発生した 231 2.861 -0.0022
東日本被害を ない 81 2.605 -0.0165
聞いたこと ある 379 2.778 0.0035
乳幼児 いない 414 2.742 -0.0097
いる 46 2.804 0.0873
65歳以上 いない 321 2.732 -0.1292
いる 139 2.784 0.2983
自治体の家具固定 知らない 226 2.593 -0.1041
支援事業 知っている 234 2.897 0.1006
NPO法人等の家具 知らない 423 2.667 -0.0712
対策支援事業 知っている 37 3.676 0.8143
住宅、引越し業者等 知らない 319 2.727 -0.0033
の家具移動サービス 知っている 141 2.794 0.0075
家具固定等の 知らない 440 2.711 -0.0233
ボランティア活動 知っている 20 3.550 0.5128
性別 男 239 2.720 -0.0854
女 221 2.778 0.0924
団地等の別 団地B 66 2.394 -0.2079
団地I 169 2.858 -0.0018
団地P 164 2.713 0.0318
祭り 61 2.918 0.1446




















表 5-2-13 飛出し防止 































まず、③および④に関しては、調査地選定の際に考慮した点であり、第 4章の 4-2-4 の集
計結果からも、今回はある程度の妥当性が得られていると捉える。次に、⑤は①の理由で
あって、その先行コストを感じて行動が発生しづらいのは実は若年層が中心（※内閣府の












査 Dの団地 Iが 18%、団地 Bが 5％、団地 Pが 37%、そして調査Mが 40%となり（図 5-3-1）、


















図 5-3-1 40代以下のサンプルに占める 
 調査地（手法）の割合 
図 5-3-2 調査 Mにおける年齢別サンプル割合
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場合は 1となり、適合が悪いほどその値は 0に近づく。AGFI は GFI の修正値であり、GFI
と同様に 0～1の範囲であり、モデルが適合しているほど 1に近づく。GFIと AGFI は共
に 0.9を超えるとモデルの適合性があると判断するのが一般的とされる。RMSEA は値が











































図 5-3-3 仮説モデルの分析結果と投入項目の略称 
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家具固定 面倒 家具意図 近所職場認知
家族から
の期待







.233** -0.045 0.082 1
0.008 0.616 0.374 .
.370** -0.077 .205* .314** 1
0 0.369 0.022 0.001 .
.186* -0.079 .265** .279** .580** 1
0.028 0.352 0.003 0.002 0 .
.267** -0.128 .360** .262** .554** .600** 1
0.002 0.14 0 0.004 0 0 .
.189* - .201* 0.077 -0.017 0.107 0.043 0.055 1
0.026 0.018 0.386 0.846 0.217 0.617 0.532 .
.224** -0.093 0.03 0.069 0.135 0.07 0.037 .576** 1
0.008 0.272 0.737 0.444 0.12 0.414 0.671 0 .
N=95
表中の相関係数の下段はP値を示す
** 相関係数は 1% 水準で有意 (両側) 










表 5-3-1 家具固定と相関関係にあった項目による相関行列 









満とした。表 5-3-1 中の相関係数が比較的高い項目間の VIF値は、「家族は望む」↔「家
族が喜ぶ」が 2.022、「家族が喜ぶ」↔「家族からの期待」が 1.794、「家族は望む」↔「家




















変数（測定項目） B 標準化β t値 p値
「家族からの期待」 .581 0.395 4.374 p＜.000
「面倒」 -.253 -0.208 -2.315 p＝.023
「防災訓練」 .264 0.187 2.07 p＝.041
※定数項＝1.311，モデル：R2＝.274 ，分散分析：F値＝11.428，p＜.000
表 5-3-2 家具固定を目的変数とする重回帰分析の結果（ステップワイズ法）


























図 5-3-4 4 変数による重回帰モデルの分析結果 




























.352** .180* .343** 1
0 0.046 0 .
.360** .275** .243** 0.147 1
0 0.002 0.006 0.097 .
N=95
表中の相関係数の下段にP値を示す
** 相関係数は 1% 水準で有意 (両側) 





家具固定安心 地域備え興味 備えの自覚 家族は望む
家具意図
家具意図
変数（測定項目） B 標準化β t値 p値
「備えの自覚」 .214 .227 2.386 p=.019
「家族が喜ぶ」 .181 .208 2.260 p=.026
「家具固定安心」 .212 .224 2.436 p=.017
「地域備え興味」 .203 .222 2.403 p=.018
※定数項＝1.094，モデル：R2＝.383 ，分散分析：F値＝13.955，p＜.000
表 5-3-3 家具意図と相関関係にあった項目の相関行列 
表 5-3-4 家具意図を目的変数とする重回帰分析の結果（ステップワイズ法）




























変数（測定項目） 定数項 R2 F値 B 標準化β t値 p値
「備えの自覚」 2.062 .078 7.922 .309 .280 2.815 p=.006
「地域備え興味」 1.560 .169 18.862 .439 .411 4.343 p<.000
「面倒」 4.001 .070 7.007 -.225 -.265 -2.647 p=.010
表 5-3-5 祭り参加を説明変数とする各項目との重回帰分析の結果（強制投入法） 
















追加し、再度 AMOS による分析を行ったところ、図 5-3-6 の結果となり、仮定したパスも
0%水準で全て有意となった。また、適合度指標は、χ2(45)＝37.314、p=.785、GFI＝.936、
AGFI＝.890、RMSEA<.000、AIC＝103.314 となり、AGFI が僅かに 0.9を下回っているもの
の、そのほかの指標は全て満足する値が得られている。 
図 5-3-5 探索的構築モデルの分析結果 




















図 5-3-6 探索的構築モデルの分析結果 








に追加し、最終的に図 5-3-7 に示したモデルにより、AMOS によるパス解析を実施した。
適合度指標はそれぞれ、χ2(66)＝55.927、p=.807、GFI＝.924，AGFI＝.878、RMSEA<.000、












図 5-3-7 家具固定意思決定モデル 
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調査手法に付随して、分析を行ったサンプル数の少なさも課題として挙げられる。調査
手法を統一するために分析対象サンプルの限定を図ったが、500 以上あったサンプルが、
最終的に 100 を割ることとなってしまった。結果の妥当性を向上させる意味でも、今回の
調査結果に基づき、より多くの同質なサンプルを得ることは大きな課題である。 
 
 
